　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和７年度（２０２５年度）工賃向上支援・農福連携推進事業
業務委託仕様書

１　委託事業名　　
令和７年度（２０２５年度）工賃向上支援・農福連携推進事業業務委託
２　目的
障がい者の一般就労の訓練の場である就労継続支援事業所の工賃（賃金）水準の向上を図り、障がい者の経済的自立・社会参加の促進を目指し、加えて、障がい者と農業との結びつきを促進し、地域での就労機会の拡大と農作業等を通じた福祉的ケアの機会の創出を図ることを目的とする。
３　対象事業所
（１）就労継続支援Ａ型事業所（経営改善計画書若しくは賃金向上計画を都道府県に提出している事業所又は都道府県が認めた事業所）

（２）就労継続支援Ｂ型事業所

４　実施期間
　　委託契約締結の日から令和８年（２０２６年）３月３１日（火）までに行う。
５　業務内容の詳細
　　おおむね次の内容について、連絡調整その他必要な事務を行う。
（１）対象事業所が製作する商品のカタログ作成に関すること。
　　　ア　対象事業所に広く参加を呼びかけ、製作する商品の普及・ＰＲ・販路拡大となるカタログを作成すること。
イ　カタログ作成に当たっては、対象事業所の職員で組織する委員会を立
ち上げ、準備及び作成にあたること。
（２）商品展示・商談会の開催（１回）に関すること。
ア　対象事業所に広く参加を呼びかけ、行政機関、独立行政法人、民間企
業等を対象とした事業所の商品等の展示・商談会を開催すること。
イ　事業所の職員で組織する委員会を立ち上げ、準備及び開催にあたるこ
と。
ウ　自立支援協議会の就労部会等と連携するなど、地域密着型の開催とな
るよう内容を検討し、会場の選定、確保をすること。
（３）販売会の開催（１回）に関すること
ア　対象事業所に広く参加を呼びかけ、県民が多く集まる大型商業施設等
において、商品（農産物等を含む）の販売会を開催すること。
イ　事業所の職員で組織する委員会を立ち上げ、準備及び開催に当たるこ
と。
ウ　自立支援協議会の就労部会等と連携するなど、地域密着型の開催とな
るよう内容を検討し、会場の選定、確保をすること。
（４）農業アドバイザーの派遣（２事業所以上）に関すること。
　　　ア　１事業所は県の農福連携コーディネート事業での業務委託実績が少ない県北・県南エリアへ派遣すること。
イ　農産物の栽培又は加工、六次産業化等に取り組む事業所に、目的に応
じたアドバイザーを派遣すること。
ウ　派遣先の選定に当たっては、上記アドバイザー等に、派遣を希望する
事業所の企画及び工賃向上計画を審査させたうえで、工賃（賃金）向上
の効果が高いと認められる事業所を決定するなど適切に行うこと。
（５）農福連携関係研修会（２回程度実施）の開催に関すること。
　　　ア　対象事業所に広く参加を呼びかけ、農業と福祉の連携に関する研修会
を開催すること。
　　　イ　１回は県の農福連携コーディネート事業での業務委託実績が少ない県北・県南エリアでの会場を選定、確保し実施すること。
（６）県が開催する農福マルシェに係る周知・広報に関すること。
　　　ア　案内チラシを作成すること。
イ　開催について広く周知すること。
６　その他
（１）企画提案及び契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、それぞれ、日

本語、日本国通貨とする。
（２）契約書の作成に要する費用は、すべて受託者の負担とする。変更契約につ
いても 同様とする。
（３）再委託は認めない。ただし、契約業務の一部を委託する場合について、熊
本県の承諾を得た場合は、この限りではない。

（４）契約の履行に当たっては、個人情報保護法の規定を遵守するものとする。

（５）成果品の著作権は、熊本県に帰属する。

（６）公募実施要領及び本仕様書に定めのない事項については、随時県と協議をすること。
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